
別紙1

計算書類に対する注記(法人会計)

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法
　　　
　　　・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウエア　　定額法
（2）引当金の計上基準
　　　
　　　・賞与引当金　　－職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。
　　　・退職給付引当金－職員の退職給付に備える為、当会計年度末における退職給付債務（期末自己都合要支給額）
　　　　に基づき当期末において発生していると認められる額を計上している。
　　　

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

　　独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設等退職引当共済制度に加入している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の１様式、第3号の1様式)
(2) 事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)
　　当法人では、社会福祉事業のみのため作成してない。
(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
(4) 収益事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容
　
ア　特別養護老人ホーム清水園拠点（社会福祉事業）
　　・本部サービス区分
　　・特別養護老人ホーム清水園サービス区分
　　・清水園短期入所生活介護サービス区分
　　・清水園デイサービスセンターサービス区分
　　・小城市北部地域包括支援センターサービス区分
イ　介護老人保健施設蛍水荘拠点区分（社会福祉事業）
　　・介護老人保健施設蛍水荘サービス区分
　　・蛍水荘通所リハビリテーションサービス区分
　　・蛍水荘居宅介護支援事業所サービス区分
　　・蛍水荘短期入所生活介護サービス区分
ウ　ケアハウス　アミジア拠点区分（社会福祉事業）
　　・ケアハウス　アミジアサービス区分
　　・グループホームたんぽぽサービス区分
エ　地域密着型施設等拠点区分（社会福祉事業）
　　・ユニット型地域密着型特別養護老人ホーム清水園サービス区分
　　・小規模多機能型居宅介護事業所清水園サービス区分
　　・認知症対応型デイサービスセンター清水園サービス区分
　　・清水園ホームヘルプチームサービスサービス区分
　　・清水園居宅介護支援事業所サービス区分
　　・ケアホームあしみぞサービス区分
　　・多機能ホームあしかりサービス区分
オ　養護老人ホームけいこう園拠点区分（社会福祉事業）
　　・養護老人ホームけいこう園サービス区分
　　・グループホームけいこう園サービス区分
　　・けいこう園居宅介護支援事業所サービス区分
　　・けいこう園特定施設入居者生活介護サービス区分
カ　いわまつ保育園拠点区分（社会福祉事業）
　　・いわまつ保育園サービス区分



６．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 328,960,833 4,500,000 0 333,460,833 
建物 1,870,021,001 987,120 115,107,389 1,755,900,732 

合 計 2,198,981,834 5,487,120 115,107,389 2,089,361,565 

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　 333,460,833円
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　 1,704,068,562円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　 　2,037,529,395円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）489,881,000円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　489,881,000円

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 333,460,833 0 333,460,833 
建物（基本財産） 3,419,798,184 1,663,897,452 1,755,900,732 
構築物 53,203,756 31,054,505 22,149,251 
機械及び装置 7,156,500 3,233,251 3,923,249 
車輌運搬具 94,471,440 86,519,662 7,951,778 
器具及び備品 220,442,633 162,513,796 57,928,837 

合 計 4,128,533,346 1,947,218,666 2,181,314,680 

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
該当なし

合 計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
該当なし

合 計

１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。
(単位：円)

種類 法人等の 住所 資産総額 事業の 議決権の 関係内容 取引の 取引金額 科目 期末残高
名称 内容 所得割合 役員の 事業上の 内容

又は職業 兼務等 関係
該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし



１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし



別紙2

計算書類に対する注記(特養清水園拠点)

１．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法
　　　
　　　・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品　―　　定額法
（2）引当金の計上基準
　　　
　　　・賞与引当金　　－職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

２．重要な会計方針の変更

　　該当なし

３．採用する退職給付制度

　　独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職引当共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1) 拠点区分財務諸表(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙４）
　　ア　本部サービス区分
　　イ　特別養護老人ホーム清水園サービス区分
　　ウ　清水園短期入所生活介護サービス区分
　　エ　清水園デイサービスセンターサービス区分
　　オ　小城市北部地域包括支援センターサービス区分
(3）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 99,974,893 4,500,000 0 104,474,893 
建物 650,527,372 0 35,580,953 614,946,419 

合 計 750,502,265 4,500,000 35,580,953 719,421,312 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　104,474,893円
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　 　　 614,946,419円
　　　　　――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　  719,421,312円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）279,669,000円
　　　　　――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　279,669,000円
　　



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地(基本財産) 104,474,893 0 104,474,893 
建物(基本財産) 843,264,600 228,318,181 614,946,419 
構築物 10,584,000 2,794,903 7,789,097 
機械及び装置 5,176,500 1,487,835 3,688,665 
車輌運搬具 32,090,781 31,951,929 138,852 
器具及び備品 74,892,973 52,541,698 22,351,275 

合 計 1,070,483,747 317,094,546 753,389,201 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
　該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし



別紙2

計算書類に対する注記(介護老人保健施設蛍水荘)

１．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物・構築物・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア－定額法
　　　　　　　　
（2）引当金の計上基準
　　　
・賞与引当金　　・・・職員の賞与支給に備えるため支給見込み額の当期負担分を計上している。
・退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末において発生してい
ると認められる額を計上している。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構が定める社会福祉施設職員等退職引当共済制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。
(1) 蛍水荘拠点区分財務諸表(第1号の４様式、第2号の４様式、第３号の４様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙４）
　ア　介護老人保健施設　蛍水荘サービス区分
　イ　蛍水荘通所リハビリテーション区分
　ウ　蛍水荘居宅介護支援事業所サービス区分
　エ　蛍水荘短期入所生活介護サービス区分
(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 140,000,000 0 0 140,000,000 
建物 269,450,152 0 19,057,715 250,392,437 

合 計 409,450,152 0 19,057,715 390,392,437 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　140,000,000円
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　 　　 250,392,437円
　　　　　――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　  390,392,437円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 50,244,000円
　　　　　――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　 50,244,000円



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 140,000,000 0 140,000,000 
建物（基本財産） 945,133,360 694,740,923 250,392,437 
構築物 17,510,000 14,372,196 3,137,804 
車両運搬具 18,286,755 16,580,256 1,706,499 
器具及び備品 52,615,685 34,595,902 18,019,783 

合 計 1,173,545,800 760,289,277 413,256,523 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし



別紙2

計算書類に対する注記(ケアハウスアミジア)

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、車両運搬具、器具及び備品、ソフトウェア－定額法
（２）引当金の計上基準
　　　・賞与引当金－職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

２．重要な会計方針の変更

・該当なし

３．採用する退職給付制度

・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職引当共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。
(1) アミジア拠点区分財務諸表(第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙４）
　ア　ケアハウス　アミジアサービス区分
　イ　グループホーム　たんぽぽサービス区分
(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 26,695,940 0 0 26,695,940 
建物 268,766,232 987,120 12,446,297 257,307,055 

合 計 295,462,172 987,120 12,446,297 284,002,995 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

・該当なし

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　26,695,940円
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　 257,307,055円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　 284,002,995円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 3,040,000円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　 3,040,000円
　　

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地 26,695,940 0 26,695,940 
建物 594,484,920 337,177,865 257,307,055 
車輌運搬具 7,102,445 7,102,442 3 
器具及び備品 20,365,981 14,837,079 5,528,902 

合 計 648,649,286 359,117,386 289,531,900 



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
・該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１１．重要な後発事象

・該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし



別紙2

計算書類に対する注記(地域密着型施設等拠点)

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、構築物、車両運搬具、器具及び備品、ソフトウェア　－　定額法
（２）引当金の計上基準
　　　・賞与引当金　　－職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職引当金共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1) 拠点区分財務諸表(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
　
(2) 拠点区分事業活動明細書
　　ア　ユニット型地域密着型特別養護老人ホーム清水園サービス区分
　　イ　小規模多機能型居宅介護事業所清水園サービス区分
　　ウ　認知症対応型デイサービスセンター清水園サービス区分
　　エ　清水園ホームヘルプチームサービスサービス区分
　　オ　清水園居宅介護支援事業所サービス区分
　　カ　ケアホームあしみぞサービス区分
　　キ　多機能ホームあしかりサービス区分
(3)拠点区分資金収支明細書（会計基準　別紙３）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 36,540,000 0 0 36,540,000 
建物 322,286,705 0 21,998,473 300,288,232 

合 計 358,826,705 0 21,998,473 336,828,232 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　36,540,000円
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　 300,288,232円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　 336,828,232円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）99,068,000円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　99,068,000円



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 36,540,000 0 36,540,000 
建物（基本財産） 493,148,983 192,860,751 300,288,232 
構築物 12,033,517 4,398,366 7,635,151 
車両運搬具 21,856,730 19,652,185 2,204,545 
器具及び備品 55,096,881 47,538,390 7,558,491 

合 計 618,676,111 264,449,692 354,226,419 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

事項なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし



別紙2

計算書類に対する注記(養護老人ホームけいこう園)

１．重要な会計方針

　（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア　－　定額法
　（２）引当金の計上基準
　　　・賞与引当金　－　職員の賞与支給に備えるため、支給見込み額の当期負担分を計上している。
　　　

２．重要な会計方針の変更

　該当なし

３．採用する退職給付制度

　独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職引当共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
　
　（１）拠点区分財務諸表　（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）
　（２）拠点区分事業活動明細書
　　　　ア　養護老人ホームけいこう園　サービス区分
　　　　イ　グループホームけいこう園　サービス区分
　　　　ウ　けいこう園居宅介護支援事業所　サービス区分
　　　　エ　けいこう園特定施設入居者生活介護　サービス区分
　（３）拠点区分資金収支明細表（会計基準　別紙３）は省略している。
　　　　

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 25,750,000 25,750,000 
建物 302,798,655 21,664,236 281,134,419 

合 計 328,548,655 21,664,236 306,884,419 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

　担保に供されている資産は以下のとおりである。　
　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　25,750,000円
　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　 281,134,419円
  　　―――――――――――――――――――――――――――――  
　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　 306,884,419円
　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 　　57,860,000円
　　　―――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 57,860,000円



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 25,750,000 0 25,750,000 
建物（基本財産） 483,214,721 202,080,302 281,134,419 
構築物 13,076,239 9,489,040 3,587,199 
機械及び装置 1,980,000 1,745,416 234,584 
車両運搬具 15,134,728 11,232,850 3,901,878 
器具及び備品 14,601,615 11,323,914 3,277,701 

合 計 553,757,303 235,871,522 317,885,781 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１１．重要な後発事象

　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

　該当なし
　　



別紙2

計算書類に対する注記(いわまつ保育園)

１．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法
　　　
　　　・建物、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア　―　　定額法
（2）引当金の計上基準
　　　
　　　・賞与引当金　　－職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

２．重要な会計方針の変更

　　該当なし

３．採用する退職給付制度

　　独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職引当共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1) 拠点区分財務諸表(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書
　
　　ア　いわまつ保育園サービス区分
(3）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
建物 56,191,885 0 4,359,715 51,832,170 

合 計 56,191,885 0 4,359,715 51,832,170 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物(基本財産) 60,551,600 8,719,430 51,832,170 
車両運搬具 1 0 1 
器具及び備品 2,869,498 1,676,813 1,192,685 

合 計 63,421,099 10,396,243 53,024,856 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 



１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
　該当なし 0 0 0 

合 計 0 0 0 

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし


